
ほか、新規に追加された内容

もあります。特に、各種手当

（退職手当、無事故手当、家

族手当、住宅手当等）や福利

厚生（夏季冬季休暇、褒賞等）

について、具体的な考え方や

例示が追加されています。 

また、改正省令により、非

正規雇用労働者を雇い入れた

時の労働条件明示事項につい

て、現行の明示事項に加え、

新たに「待遇の相違の内容・

理由等に関する説明を求める

ことができる」旨の明示が追

加されます。説明の際は、「資

料を活用し、口頭により説明

する方法」または「説明すべ

き事項を全て記載した分かり

やすい内容の資料を交付する

等の方法」により行います。 

  

◆企業に求められる対応 

企業においては、非正規雇

用労働者からの説明請求への

対応が一層重要となります。

各種手当や福利厚生の支給基

準の見直し、就業規則の点検、

説明体制の整備が欠かせませ

ん。ガイドラインに基づき、

厚生労働省が公表する関連書

式やリーフレットも活用しな

がら、早めの確認と対応を進

めましょう。 

 

【参考】 

同一労働同一賃金特集ページ（厚

生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/

seisakunitsuite/bunya/0000

144972.html 

 

 

７月の税務と労務の手続期
限［提出先・納付先］ 
 

１０日 

○ 健保・厚年の報酬月額算定

基礎届の提出期限［年金事

務所または健保組合］＜７

月１日現在＞ 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 特例による源泉徴収税額

の納付＜１月～６月分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出［公共職業安定

所］＜前月以降に採用した

労働者がいる場合＞ 

○ 労働保険の今年度の概算

保険料の申告と昨年度分

の確定保険料の申告書の 

提出期限＜年度更新＞［労

働基準監督署］ 

○ 労働保険料の納付＜延納

第１期分＞［郵便局または

銀行］ 

 

１５日 

○ 所得税予定納税額の減額

承認申請＜６月 30 日の

現況＞の提出［税務署］ 

○ 障害者・高齢者雇用状況

報告書の提出［公共職業

安定所］ 

 

３１日 

○ 所得税予定納税額の納付

＜第１期分＞［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出

［労働基準監督署］＜休

業４日未満、４月～６月

分＞ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離

職の翌月末日＞［公共職

業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税

の納付＜第 2 期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては 

異なる月の場合がある。 

見直す必要がある」とされまし

た。 

これを受け、今夏の成長戦略

に労働基準監督署による指導の

見直し等に関する内容が盛り込

まれる見通しです。 

 

◆なぜ見直しが？ 

分科会の第３回目にて、全国

商工会連合会より、人手不足や

時間外労働の上限規制への対応

に苦慮しているとの声ととも

に、「『収入をもっと増やした

い』・『技能を修得したい』など

健康確保と労使合意を大前提と

し、労働者本人の希望を踏まえ

た労働時間管理も可能とする制

度」や、変形労働時間制などが

十分に活用できていないことを

踏まえ、「届け出などの要件を

柔軟化し、多様な地域、業種・

業態の企業や労働者が効率的に

業務や労働をできるような、柔

軟な労働時間管理の運用」が要

望されていました。 

具体的な内容やいつから柔軟

化が図られるのかなど、夏以降

の情報に注目です。 

 

 

 

【参考】 

労働市場改革分科会 

https://www.mhlw.go.jp/stf

/newpage_69660.html 

 

 

同一労働同一賃金ガイドラ

インが改正されます 

 

◆同一労働同一賃金ガイド

ラインとは 

令和８年４月28日に同一

労働同一賃金に係る改正省

令・告示が公布され、改正同

一労働同一賃金ガイドライ

ンが令和８年10月１日から

適用されます。このガイドラ

インは、正社員と非正規雇用

労働者（パートタイム労働

者・有期雇用労働者・派遣労

働者）との間で待遇差が存在

する場合に、どのような待遇

差が不合理、あるいは不合理

でないのか、原則となる考え

方や具体例、留意事項を示す

ものです。 

 

◆ガイドライン改正のポイ

ント 

今般、裁判例の蓄積などを

踏まえて記載が見直され、明

確化や充実が図られている

政府の成長戦略に労働時間

法制の運用見直しが 

盛り込まれる見通しです 

  

◆労働時間法制をめぐる議論

の今後 

６月２日、政府の日本成長

戦略会議の下に設置された労

働市場改革分科会における労

働時間法制等をめぐる議論の

取りまとめが公表されまし

た。 

５月 29 日の上野厚生労働

大臣の会見では、議論の結果

に関して「労働時間規制につ

いて、（中略）夏以降の労働

政策審議会において議論を行

う予定」と発言があったとこ

ろです。 

 

◆取りまとめの内容について 

 裁量労働制の見直し等は今

後の議論が待たれるところで

すが、36 協定の締結や柔軟

な労働時間制の活用につい

て、「労働基準監督署におい

て、重大・悪質な事案に対し

ては厳正に対応しつつ、労働

時間や労働者の健康確保措置

に関する労使の合意に則った

指導が行われるよう速やかに

 

連絡先：〒501－3232  

    関市桜本町 2-32-4 エレガンスみやもと 302 

電  話：0575-29-3245    FAX：0575-29-3245 

ｅ－ｍａｉｌ：hata50911@gmail.com 
  

社会保険労務士 

ＷＡＶＥ事務所便り 

 

202６年７月号 

 


